別記様式第二（第十六条関係）
　　　　　　　　　　　　　開発行為許可申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（県　用）
	　都市計画法第29条第1項の規定により、開発行為の許可を
申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

岡　山　県　知　事　殿　　

許可申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	手数料額は、岡山県土木関係

手数料徴収条例による。

	
	区分
	金額

	
	自己の居住用
	

	
	自己の業務用
	

	
	その他用
	

	開　発　行　為　の　概　要
	１
	開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２
	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	３
	予定建築物等の用途
	

	
	４
	工事施行者住所氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	５
	工事着手予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日（許可の日から　　　　　　　か月以内）

	
	６
	工事完了予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日（許可の日から　　　　　　　か月以内）

	
	７
	自己の居住又は業務の用　　　　に供するものか否かの別
	自己の居住　　　　　自己の業務　　　　　　その他

	
	８
	法第34条の該当号及び
該当する理由
	都市計画法第34条第　　号　該当（該当項目　　　　　　　　　　　　　）

	
	９
	その他必要な事項
	

	※受付年月日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日（登録番号　　　　　　第　　　　　　　　　　号）

	※　許可に付した条件
	都市計画法第79条の規定に基づき、次の条件を附して許可する。
（ １ ）　　開発許可を受けた者は、許可の日から３年以内に開発区域の全部について開発行
為に関する工事を完了しなければならない。ただし、知事がやむを得ない事情があ
ると認めた場合はこの限りでない。なお、この期間内に工事が完了しない場合、知
事は都市計画法第81条第１項第３号の規定に該当するとして、許可を取り消すことがある。
（２）   開発行為に関する工事を廃止した場合は、環境の保全上、災害の防止上及び通行の安全上必要な措置を講じなければならない。

	※　許可番号
	令和　　　　年　　　　月　　　　日　　岡山県指令建指第　　　　　　　　　　　　　号


（注）
１　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第10条第１項の宅地造成等工事規制区域内において行
われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第12条第１項の許可を受けたもの
とみなされます。
２　宅地造成及び特定盛土等規制法第26条第1項の特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等に関する工事は、
本許可を受けることにより、同法第30条第1項の許可を受けたものとみなされます。
　　　３　津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第１項の特定開発行為は、本許可を受けること
により、同項の許可を受けたものとみなされます。
４　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
５　※印欄は記入しないこと。
６　「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に
記載すること。
７　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場
合には、その手続の状況を記載すること。
別記様式第二（第十六条関係）

　　　　　　　　　　　　　開発行為許可申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （市町村用）

	都市計画法第29条第1項の規定により、開発行為の許可を申請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

岡　山　県　知　事　殿　　

許可申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	開　発　行　為　の　概　要
	１
	開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２
	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	３
	予定建築物等の用途
	

	
	４
	工事施行者住所氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	５
	工事着手予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日（許可の日から　　　　　　　か月以内）

	
	６
	工事完了予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日（許可の日から　　　　　　　か月以内）

	
	７
	自己の居住又は業務の用　　　　に供するものか否かの別
	自己の居住　　　　　自己の業務　　　　　　その他

	
	８
	法第34条の該当号及び
該当する理由
	都市計画法第34条第　　号　該当（該当項目　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	９
	その他必要な事項
	

	※受付年月日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日（登録番号　　　　　　第　　　　　　　　　　号）

	※　許可に付した条件
	都市計画法第79条の規定に基づき、次の条件を附して許可する。

（ １ ）　　開発許可を受けた者は、許可の日から３年以内に開発区域の全部について開発行

為に関する工事を完了しなければならない。ただし、知事がやむを得ない事情があ

ると認めた場合はこの限りでない。なお、この期間内に工事が完了しない場合、知

事は都市計画法第81条第１項第３号の規定に該当するとして、許可を取り消すこと

がある。

（２）   開発行為に関する工事を廃止した場合は、環境の保全上、災害の防止上及び通行の安全上必要な措置を講じなければならない。 

	※　許可番号
	令和　　　　年　　　　月　　　　日　岡山県指令建指第　　　　　　　　　　　　　　　号


（注）
１　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第10条第１項の宅地造成等工事規制区域内において行
われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第12条第１項の許可を受けたもの
とみなされます。
２　宅地造成及び特定盛土等規制法第26条第1項の特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等に関する工事は、
本許可を受けることにより、同法第30条第1項の許可を受けたものとみなされます。
　　　３　津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第１項の特定開発行為は、本許可を受けること
により、同項の許可を受けたものとみなされます。
４　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
５　※印欄は記入しないこと。
６　「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に
記載すること。
７　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場
合には、その手続の状況を記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　開発行為許可書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者用）

	※　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山県指令建指第　　　　　　　号

　　　　令和　　　年　　　月　　　日付けで申請の開発行為については、都市計画法（昭和４３年

法律第100号）第29条第１項の規定により下記の条件を付して許可する。

令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山県知事　伊 原 木　隆　太



	開　発　行　為　の　概　要
	１
	開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２
	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	３
	予定建築物等の用途
	

	
	４
	工事施行者住所氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	５
	工事着手予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日（許可の日から　　　　　　　か月以内）

	
	６
	工事完了予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日（許可の日から　　　　　　　か月以内）

	
	７
	自己の居住又は業務の用　　　　に供するものか否かの別
	自己の居住　　　　　自己の業務　　　　　　その他

	
	８
	法第34条の該当号及び
該当する理由
	都市計画法第34条第　　号　該当（該当項目　　　　　　　　　　　　　）

	
	９
	その他必要な事項
	

	※受付年月日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日

	※　許可に付した条件
	都市計画法第79条の規定に基づき、次の条件を附して許可する。

（1） 　開発許可を受けた者は、許可の日から３年以内に開発区域の全部について開発行

為に関する工事を完了しなければならない。ただし、知事がやむを得ない事情があ

ると認めた場合はこの限りでない。なお、この期間内に工事が完了しない場合、知

事は都市計画法第81条第１項第３号の規定に該当するとして、許可を取り消すこと

がある。

（2） 　開発行為に関する工事を廃止した場合は、環境の保全上、災害の防止上及び通行
　の安全上必要な措置を講じなければならない。

	· 登録番号
	第　　　　　　　　　　　　　　　号

	この許可について不服があるときは、許可があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に岡山県開発審査会
に対して審査請求することができます。



　　　　　　　　　　　　　開発行為許可申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（県　用）及び（市町村用）
	　都市計画法第29条第1項の規定により、開発行為の許可を

申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○○年○○月○○日

岡　山　県　知　事　殿　　

許可申請者　　住所　　　　　　○○市○○町○○番地
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　○○　○○　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　○○○―○○○―○○○○　　　　　　　　）
	

	
	手数料額は、岡山県土木関係

手数料徴収条例による。

	
	区分
	金額

	
	自己の居住用
	

	
	自己の業務用
	

	
	その他用
	

	開　発　行　為　の　概　要
	１
	開発区域に含まれる地域の名称
	○○市○○町○○字○○番、○○番、○○番地先道、○○番地先から○○番地先まで水路

	
	２
	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　○○○．○○　㎡

	
	３
	予定建築物等の用途
	○○○○○○○

	
	４
	工事施行者住所氏名
	○○市○○町○○番地
○○株式会社　代表取締役　○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　○○○―○○○―○○○○　　　　　　）

	
	５
	工事着手予定年月日
	令和　　年　　月　　日（許可の日から　　　　　か月以内）

	
	６
	工事完了予定年月日
	令和　　年　　月　　日（許可の日から　　　　　か月以内）

	
	７
	自己の居住又は業務の用　　　　に供するものか否かの別
	自己の居住　　　　　自己の業務　　　　　　その他

	
	８
	法第34条の該当号及び
該当する理由
	都市計画法第34条第○○号該当（該当項目　○○○○○○○○　　　　　　　）

	
	９
	その他必要な事項
	「市街化区域（○○地域）、非線引都市計画区域（○○地域／用途指定なし）」「盛土規制法（みなし許可）」等を記入してください。

	


※手数料欄





裏面に貼って


ください。





記入例（正本）





※手数料欄





裏面に貼って


ください。





日付を記入するか、（　）内を記入





市街化調整区域以外では空欄








